［別紙１]
　
平成　　年　　月　　日
（あて先）京 都 市 長
現地測量実施申込書
現地測量の実施について，下記のとおり参加を申し込みます。
記
	事業者名
	

	所在地
	

	参加者
	参加人数
	

	
	代表者
	氏　　名
	

	
	
	所属部署
役　　職
	

	
	
	電話番号
Ｆ Ａ Ｘ
	　　　　　－　　　　　－
　　　　　－　　　　　－

	
	
	Ｅメール
	　　　　　　　　　＠


　　※　実施を希望する場合は，事前に希望日について御連絡ください。本市から日時を指定します。
　　　※　敷地内に駐車場はありません。公共交通機関等を御利用ください。
［別紙２]
　
平成　　年　　月　　日
（あて先）京 都 市 長
設計図書等借受申請書
設計図書等について，下記のとおり借受を申請します。
記
	事業者名
	

	所在地
	

	担当者
	氏　　名
	

	
	所属部署
役　　職
	

	
	電話番号
ＦＡＸ
	　　　　　－　　　　　　－
　　　　　－　　　　　　－

	
	Ｅメール
	　　　　　　　　　　＠

	借受希望
	希望する建築図書にチェックしてください。
　□　建築図面（ＣＤ－Ｒ）
　　※ 建築後に実施した増築等の情報は反映されていません。
　□　耐震診断結果報告書（平成１７年１１月）
　□　平面図（1/2500）


　　※　借受を希望する場合は，事前に御連絡のうえ，京都市行財政局資産活用推進室まで申請書をお持ちください。
　　※　京都市庁舎には駐車場がありません。公共交通機関を御利用ください。
［様式１－１］
（あて先）京 都 市 長　
　　
応　募　申　込　書

　元清水小学校跡地活用に係る契約候補事業者選定のための募集要項に基づき，下記のとおり　応募申込します。

記

	申込事業者の
名称及び
代表者名
	（ふりがな）

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	主たる事務所の
所在地
	（ふりがな）

	
	

	※共同申込みの場合，代表事業者を含む全構成員数を記載してください　　⇒　　　　　　


	連　　絡　　先

	担当者名及び担当者が在籍する事務所(部署)名
	担当者名
	事務所(部署)名

	
	
	

	担当者が在籍する事務所(部署)の

所在地
	

	担当者の連絡先
	電話番号・ＦＡＸ
	メールアドレス

	
	
	


※共同申込みの場合は，代表事業者が申し込み，別途［様式１－２］の構成員調書（全構成員分）を提出してください。
［様式１－２］

（あて先）京 都 市 長　
構　成　員　調　書

下記の事業者を構成員とします。
記

	申込事業者名

（代表事業者）
	


	構　成　員
	（事業者名）



	
	（代表者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	
	（所在地）



	
	（電話番号）

	
	（役割）


※　代表者印は，印鑑証明書と同じ印を捺印し，印鑑証明書及び代表者資格証明書も提出してください。
	構成員の担当者連絡先等

	担当者名及び担当者が在籍する事務所(部署)名
	担当者名
	事務所(部署)名

	
	
	

	担当者が在籍する事務所(部署)の

所在地
	

	担当者の連絡先
	電話番号・ＦＡＸ
	メールアドレス


［様式１－３］

事業費概算書（初期投資）
（単位：百万円）
	項目
	金額

	１　土地代金
	

	２　建物建設費
	

	３　人件費・経費
	

	合計
	


※　事業開始までの必要な資金額を計上してください。　

※　適宜必要な項目があれば追加し，わかりやすく記入してください。

（支出経費内訳）

	　建物建設費（１００万円以上）の内訳をわかりやすく記入してください。

　建物建設費がわかる内訳書，見積書等があれば，それを添付いただいてもかまいません。


［様式１－４］

初期投資に伴う資金調達計画書
（単位：百万円）

	項目
	金額
	調達先

	１　 自己資金
	
	

	２　
	借入金・社債等
	
	

	
	⑴
	
	

	
	⑵
	
	

	
	⑶
	
	

	３　その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


※　「事業費概算書」に計上した資金額の調達内訳を記載してください。

※　適宜必要な項目があれば追加し，わかりやすく記入してください。

※　「借入金・社債等」は，調達先ごとに記入するものとします。

（借入金・社債等内訳）

	　借入金・社債等について，調達先ごとに借入時期，金利（固定・変動），返済方法（元金均等・元利均等），償還年限などを記入してください。


［様式１－５］

長期損益計画書（基礎資料）
（主な収入の根拠）

	　主な収入の積算根拠を項目ごとにわかりやすく記入してください。


（主な支出の根拠）

	　主な支出の積算根拠を項目ごとにわかりやすく記入してください。

　


（再投資【大規模修繕費】）

	　将来的に建物の改修などを見込んでいる場合に，その時期と金額，積算根拠をわかりやすく記入してください。


［様式１－６］

	事業の実施実績及び活用計画と同種事業の運営実績

	（１）実施している事業の内容，実施年数，実績等を詳細に記載すること。

（２）運営している施設名，事業内容，実績等を詳細に記載すること。

（３） 提案事業者の他に，事業運営の委託先など提案事業の内容に大きく関わる者（法人，個人問わず）がある場合は，提案事業に係る実施体制を記載したうえで，その者に関する実績を記載すること。


※　記載欄が不足する場合等については，別紙（様式任意）により記載すること。

　
第１号様式（第４条，第５条及び第７条関係）　　　　　　　　　　［様式１－７］
誓　　約　　書
	（宛先）
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

	誓約者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
電話　　　　　－　　 eq \o\ac(○,印)　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は，次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に掲げる者について記入してください。
　　⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定　する役員及び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは，市長等が指定する使用人に限る。）
　　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは，市長等が指定する使用人に限る。）
［様式２－１］①
	活用方針①

	※　「募集要項　別紙２　審査項目及び審査基準」審査基準３に沿って，どのような事業を進めていく予定かを具体的に記載すること。

審査基準３　活用計画は建築関係法令等を踏まえ現実的で，長期収支計画等に照らして安定性のあるものであるか


※　記載欄が不足する場合等については，別紙（様式任意）により記載すること。
［様式２－１］②

	活用方針②

	※　「募集要項　別紙２　審査項目及び審査基準」審査基準４に沿って，計画する事業が観光客の誘致へ及ぼす影響について，データ等も用いながらできるだけ具体的に記載すること。また，地域の防災拠点としての避難所等の機能をどのように確保するかを記載すること。
審査基準４　国内外からの観光客誘致に資する計画であるか。また，地域の防災拠点の一つとしての学校跡地の機能を確保できるよう配慮した計画であるか。
　


※　記載欄が不足する場合等については，別紙（様式任意）により記載すること。
［様式２－１］③

	活用方針③

	※　「募集要項　別紙２　審査項目及び審査基準」審査基準５に沿って，地域の自治活動に供されている施設にどれだけ配慮しているか。また,地域コミュニティの活性化に向けた取組提案について，ハード・ソフトの両面から将来に渡る対応方針について具体的に記載すること。
　審査基準５　地域の利用施設及び地域コミュニティの活性化に向けた取組提案について工夫されているか。また，将来に渡り，周辺住民との円滑な関係構築のための方策を講じているか。



※　記載欄が不足する場合等については，別紙（様式任意）により記載すること。
［様式２－１］④

	活用方針④

	※　「募集要項　別紙２　審査項目及び審査基準」審査基準６に沿って，どのような方法で，地域のにぎわい，新たな雇用の創出，建物整備等における市内事業者の活用，都市格の向上等に貢献するのかなど，地域経済への波及効果をどれだけ期待できるかについて具体的に記載すること。
　審査基準６　活用方針が地域のにぎわい，新たな雇用の創出，建物整備等における市内事業者の活用，都市格の向上に貢献するものであるか。


※　記載欄が不足する場合等については，別紙（様式任意）により記載すること。
※　次頁に添付する資料（法人書類記載事項）についても，必ず記載すること。
法人書類記載事項
	法　人　概　要
	①法人の名称
	

	
	②法人の所在地
	

	
	③収益事業実施の有無
	有　　　　無

	
	④資本金等の額
	円

	
	⑤直近５事業年度分の

課税標準となる
法人税額
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
	円

	
	
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
	円

	
	
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
	円

	
	
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
	円

	
	
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
	円

	
	⑥従業者数
	人

	
	⑦雇用者数
	人

	
	⑧特別徴収額
	円

	学校跡地での事業概要等
	⑨使用目的
	

	
	⑩予定従業員数
	人

	
	⑪予定雇用者数
	人

	
	⑫跡地での建設予定
	　有　　　無

	
	⑬備考
	


［様式２－２］

	施設の整備方法

	※　改修計画（日程（予定），大まかな建築面積・延べ床面積，内外装の改修予定），活用方針と整備方法，法令等への整合性を記載するとともに，建物の外観についての主要な意匠の保存・再生の手法について,具体的に記載すること。

　　また，施設の概略（外観,内装等）が分かる平面図，イメージ図等を添付すること。

（関連審査項目）

審査基準３・活用計画は建築関係法令等に基づく実現性の高い計画であるか。

審査基準４・建物の外観について，歴史ある建物としての風格を損なわないよう，主要な意匠を保存・再生する計画であるか。

審査基準５・地域の自治活動等に供されている施設について配慮されているか。


※　記載欄が不足する場合等については，別紙（様式任意）により記載すること。
［様式３]

（あて先）京 都 市 長　

貸　付　希　望　価　格　書

元清水小学校跡地に係る貸付希望価格は下記のとおりです。

記

【貸付希望価格】

	百億
	十億
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※貸付希望価格は，算用数字を用いて表示し，最初の数の前に「￥」を付けてください。
	申請事業者の

名称及び代表者名
	（ふりがな）

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	主たる事務所の

所在地
	（ふりがな）

	
	

	

	連　　絡　　先

	担当者名及び担当者が在籍する事務所(部署)名
	担当者名
	事務所(部署)名

	
	
	

	担当者が在籍する事務所(部署)の所在地
	

	担当者の連絡先
	電話番号・ＦＡＸ
	メールアドレス

	
	
	


※　貸付希望価格書は応募申込時に提出してください。以後，再提出は認めません。
※　貸付希望価格書は,地元利用部分等に係る貸付料の減額措置以前の額として想定される金額を記載してください。







